
















































































九州国際大学 教養研究 第２２巻 第３号（２０１６・２）
－１５７－
評価尺度 対象者数（人）受検者数（人）受検率（％）
基礎学力テスト（春） 偏差値 １１４ １０７ ９３．９
リテラシー・テスト スコア １１４ １１０ ９６．５
コンピテンシー・テスト スコア １１４ １１０ ９６．５
基礎学力テスト（秋） 偏差値 １１４ ９５ ８３．３
出席状況 出席率 １１４ １１４ １００
VRTカード スコア １１４ ９３ ８１．６























九州国際大学 教養研究 第２２巻 第３号（２０１６・２）
－１５９－
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人数 ％ 人数 ％
全体学部
３３４名
建設・土木 １０ ３．０ １８ ５．４
鉄鋼・金属 ２ ０．６ ７ ２．１
食品・医薬品 ６ １．８ １２ ３．６
繊維・アパレル ７ ２．１ １３ ３．９
電気・電子 １ ０．３ ４ １．２
自動車・機械 １６ ４．８ ４１１２．３
商社 １８ ５．４ ４４１３．２
流通・サービス ２９ ８．７ ９１２７．２
銀行・証券 ２７ ８．１ ５１１５．３
不動産・住宅 ７ ２．１ １７ ５．１
運輸・旅行 ２６ ７．８ ６９２０．７
情報・通信 １１ ３．３ ２８ ８．４






人数 ％ 人数 ％
法学部
９５名
建設・土木 ３ ３．２ ７ ７．４
鉄鋼・金属 １ １．１ ２ ２．１
食品・医薬品 ２ ２．１
繊維・アパレル ２ ２．１ ４ ４．２
電気・電子 １ １．１
自動車・機械 ３ ３．２ ９ ９．５
商社 １ １．１ ７ ７．４
流通・サービス ３ ３．２ １５１５．８
銀行・証券 ２ ２．１ １３１３．７
不動産・住宅 ２ ２．１ ５ ５．３
運輸・旅行 １ １．１ １４１４．７
情報・通信 ３ ３．２ １０１０．５




























































































































































































































目的変数 変 数 n 平 均 不偏分散 標準偏差 最小値 最大値
全 体
リテラシー ８８ ３．４０９ ２．４５１ １．５６６ １．０００ ７．０００
コンピテンシー ８８ ３．５４５ ２．７５７ １．６６０ １．０００ ７．０００
基礎学力（春） ８８ ５０．７３２ ９６．２１４ ９．８０９ ３３．３００ ７６．０００
基礎学力（秋） ８８ ５２．５１１ １１５．５０８ １０．７４７ ３０．６００ ８０．５００
出席状況＝０
リテラシー ６ ２．５００ ０．３００ ０．５４８ ２．０００ ３．０００
コンピテンシー ６ ３．０００ ４．０００ ２．０００ １．０００ ６．０００
基礎学力（春） ６ ４２．３８３ ５３．９９４ ７．３４８ ３３．３００ ５４．３００
基礎学力（秋） ６ ４３．４１７ ５４．０８２ ７．３５４ ３４．０００ ５４．６００
出席状況＝１
リテラシー ８２ ３．４７６ ２．５４９ １．５９６ １．０００ ７．０００
コンピテンシー ８２ ３．５８５ ２．６９０ １．６４０ １．０００ ７．０００
基礎学力（春） ８２ ５１．３４３ ９４．４６８ ９．７１９ ３４．０００ ７６．０００















基礎学力（春） ０．１１９０ ０．０５８２ １．１６０９ ０．００４９ ０．２３３２








変 数 オッズ比 下限値 上限値 Wald 自由度 P 値 ＊：P＜０．０５
＊＊：P＜０．０１
基礎学力（春） １．１２６４ １．００４９ １．２６２６ ４．１７６０ １ ０．０４１０ ＊
定数項 ０．０５４１ ０．０００４ ７．８９４１ １．３１６５ １ ０．２５１２
（注）線形結合している変数はなく、回帰式の有意性は（増減法）投入基準 P値・除去基準 P値の０．２００に
対して、P＝０．０２０４という結果であった。


























































































































































































九州国際大学 教養研究 第２２巻 第３号（２０１６・２）
－１８１－
る雇用関係でもあった。
２９ 終身雇用制度のもとでは、生産の変動に合わせて雇用調整を容易にする必要が
あり、「部署替え」「転勤」「出向」など配置転換による雇用調整を行ってきた。
この仕組みを維持することにより、年功賃金や終身雇用を維持しつつ、高度経
済成長期には企業の成長が続いていった。そのなかでも過去においては、雇用
の維持が困難になった場合には、パートタイム雇用という区分が調整の役割を
果たしていた。２０００年以降では、少子高齢化による労働生産人口の減少が、高
齢者雇用やパートタイム雇用の拡大を通して非正規化の促進につながった。今
野浩一郎『正社員消滅時代の人事改革』日本経済新聞社、２０１２年、pp．７４‐１０２．
３０ 正社員と非正社員の生涯賃金を比較し、学生への危機感を抱かせる説明をする
ケースを見聞するに、これだけの理由で就活指導をすることは、結局のところ
正社員になるという「目的達成主義」にほかならない。金銭的享受の多寡を問
題にするのではなく、非正社員という働き方そのものが、企業内でどのような
役割を果たしているかを説明しなければならない。これは、公務員も同様で非
正規という働き方そのものが、身分的区分から由来していることを、理解した
うえで求職活動へ向かわせる必要がある。大学教職員にとって、これらの共通
理解を促す研修機会などを通して、大学生を就職活動に向かわせる仕組みを構
築する必要がある。
３１ 門脇徹雄、小野正人「経営学部によるキャリア教育の実践事例と課題」『城西
大学経営紀要』（１１）２０１５年、pp．１３３‐１５１．
３２ 吉本圭一「国立大学における学卒無業と就職指導体制」『九州大学大学院教育
学研究紀要』第２号通巻４４集２０００年、pp．３９‐５６．
大学初年次生に対する「VRTカード」「就業意識」「学力」などの調査結果をまとめた資料
－１８２－
